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平成３１年２月 少子・高齢社会対策特別委員会 開催状況

開催年月日 平成３１年２月６日（水）

質 問 者 日本共産党 宮川 潤 委員

答 弁 者 少子高齢化対策監 粟井 是臣

地域福祉課人材確保担当課長 宮澤 宏

施 設 運 営 指 導 課 長 篁 俊彦

高齢者保健福祉課地域包括ケア担当課長 後藤 琢康

質 問 内 容 答 弁 内 容

一 介護サービス事業所における平成３０年度介護

職員実態調査結果について

（一）２０１７年度調査からの人材不足の進行とこ 【人材確保担当課長】

れまでの取組について 介護人材確保の取組についてございますが、道で

今年度で２回目の調査ということでありますけれ は、介護サービスの提供に必要な人材を確保するた

ども、私は、昨年の４定の一般質問でこの問題につ め、幼少期からの「福祉・介護に対する理解の促進」

いて取り上げて、「２０１７年度の介護需要の推計 や潜在的な有資格者の掘り起こし、高齢者や主婦の

は９万６，２００人で、供給が９万２，０００人で 参入など「多様な人材の就業促進」の取組に加え、

すから、４，２００人の不足でした。２０２５年度 従事する職員にとって魅力ある職場づくりを進め、

は、需要推計が１１万７，０００人で、供給の推計 離職防止につなげるため、管理者セミナーの開催や

が９万６，９３５人ですから、２万６５人が不足す 社会保険労務士による相談の実施、介護ロボットの

ることになる。８年の経過で、不足する人数が 導入支援など介護現場における「職場定着・離職防

４，２００人から２万６５人に急増する」と問題指 止の促進」に取り組んできたところでございます。

摘を行ったところであります。２０１７年度の介護 一方で人口減少や少子高齢化の進行により、様々な

職員実態調査では「不足」との回答が５２．７％で、業種で人手不足が顕在化しており、今回の調査にお

施設サービスにおいては６５．３％となっており、 きましても、介護職員数が不足と感じている事業所

昨年第１回定例会で我が会派の佐野議員の一般質問 の割合が増加しているなど、職員の確保に苦慮して

で「緊急に抜本的強化策をとる必要がある」などと いる現状にありますことから、一層の人材確保に向

したことに対して､知事は「より実効性のある施策 けた取組を強化していかなければならないものと認

を検討する」、「人材確保の取組の強化は喫緊の課題」識しております。

としておりました。しかし、「不足」としていた前

回５２．７％が今回の調査では５８．６％に、施設

サービスにおける不足は前回６５．３％から今回７

４．１％に悪化しております。このことについてど

う認識していますか。また、これまでの取組につい

てご説明ください。

「一層強化する」とのことでありますけれども、

私は先日、特別養護老人ホームで実態について伺っ

てまいりました。人手不足が様々な影響を及ぼして

おります。介護職員では、「夜勤ができないという

人もいるために、夜勤できる人に周知をしてしまっ

て、月７回になる人もいる」、介護福祉士を増やせ

ば介護全体のスキルが上がりますけれども、「採用

したくとも介護福祉士はいない」、また、直営で給

食を提供しているところだったのですけれども、「調

理員の確保は非常に困難で不足が進めば給食の提供

に支障をきたす恐れがある」、また、「人手不足で現

場が忙しくなればなるほど、新卒で採用した人が辞

めいってしまう」ということでありました。決して、

介護ロボットの導入について否定していた訳ではあ

りませんけれども、「介護職員全体分のロボットを

用意できる訳ではない」、「一部の人の分だけ用意す

ると、その人が重労働を全て担うことになるのか」

ということ、「それはそれで働き方に問題が出てく

る」ということであり、ロボットについて否定する

訳ではありませんけれども、「非常に限界がある」
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ということも伺ってまいりました。道はこういった

現場の声をしっかりと受け止めて、対策を進めてい

ただきたいと思います。

（二）全庁的連携組織について 【人材確保担当課長】

昨年の一定では、「新たに設置する全庁的な連携 全庁的な取組についてでありますが、道では、本

組織も活用し、人材の確保に一層取り組む」として 道における人材確保対策を関係部局が連携して効果

まいりました。「全庁的連携組織」とはどのような 的に推進する体制を整備するため、昨年３月、知事

組織で、どのような取組をしてきたのか、明らかに を本部長とする「北海道人材確保対策推進本部」を

していただきたいと思います。 立ち上げたところでございます。今年度は、道外か

らの介護人材を誘致するため、道経済部と北海道労

働局が東京都内で開催しました、「北海道Ｕ・Ｉタ

ーンセミナー」に福祉人材センターも参加し、道内

の介護事業所の紹介や面接相談を行ったほか、教育

庁の生涯学習のポータルサイトに介護のしごとの魅

力をＰＲする動画を掲載し、高齢者向けの情報提供

を行うなど、関係部局との連携による取組を行って

いるところでございます。

人材確保対策推進本部というのを立ち上げたとい

うことでありますけれども、全般的な人材確保とい

うことでありますから、私は、それぞれの分野で人

材確保に苦労されているけれども、とりわけ、この

介護分野については、大変だということもあります

ので、全般的な人材確保と同列にすべきではなくて、

とりわけ、この分野に力を集中する必要があると考

えております。

（三）処遇改善の実態について 【施設運営指導課長】

政府は臨時の介護報酬改定などで「月平均５万７ 処遇改善加算についてでございますが、昨年６月

千円の処遇改善を行ってきた」としていますが、実 末の時点で、加算の届出をしている事業所は、道内

態は定期昇給に充てられたものが多く、基本給の引 ９，４１７事業所のうち８，３３４事業所で全体の

き上げなどの抜本的改善につながっていないものと ８８．５％となっております。また、介護労働安定

認識しています。全国の介護職員の平均給与月額は センターが実施しました調査によると、平成２９年

２０１７年度調査では約２５万円と全産業平均と比 度の道内介護労働者の平均月額賃金は、前年よりも

べて８．４万円低い状況です。道内の介護職員の処 ２千円増加し、２１万９百円となっているところで

遇改善について、基本給の引き上げが行われている ございますが、この加算は、基本給の引き上げのほ

のか、平均給与月額など、どのように把握されてい か賞与などの一時金や夜勤手当などへの充当が認め

るのかお示しください。 られており、道としては、加算が着実に介護職員へ

の処遇改善に充てられているか、毎年度、事業所か

ら実績報告を徴するなどいたしまして確認し、不適

切な実態があれば個別の指導等を通じ改善指導を行

っているところでございます。

（三）－（再） 【施設運営指導課長】

只今の答弁で、道内９，４１７箇所の介護事業所 処遇改善加算についてでありますが、国の通知で

のうち、８，３３４箇所、８８．５％で処遇改善加 は、賃金改善は、基本給、手当、賞与等のうちから

算の届出をしているということでありました。 対象とする賃金項目を特定した上で行うものとされ

また、政府は５万７千円改善されていると言って ており、また、安定的に処遇改善をすることが重要

おりますけれど、介護労働安定センターの調査では、でありますことから、基本給による賃金改善が望ま

２０１７年度平均月額賃金は、前年度より２千円し しいとされているところでございます。道としては、

か増加していないということであります。２千円と これまでもこうした趣旨について、事業所に周知を

いうことでは、全く不十分であります。抜本的に改 行ってきたところでございまして、今後とも、集団

善すべきであるということを厳しく指摘しておきた 指導などの機会を通じて指導してまいる考えでござ

い。また、基本給の引き上げの他、賞与などの一時 います。
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金、夜勤手当などへの充当も認められているという

ことでありますけれども、一時金ではなくて、退職

金や年金にも繋がる基本給の増額を行ってこそ処遇

改善としての効果は大きく、基本給として上げるこ

とが望ましいと考えますけれども、道としての見解

は如何か伺います。

是非、基本給による賃金改善については、今後と

も指導していただきたい。しかし、一方、処遇改善

については、国が手当てしていますけれども、事業

所を経営している側にとっては、ひょっとしたらい

つか梯子を外されるかもしれないという懸念もあっ

て、なかなか基本給の賃上げに踏み切れないという

こともあるかもしれない。ですから、介護報酬その

ものが上がってこそ、基本給の引き上げというもの

が保証されるといえますので、従前どおり、事業所

の指導とともに介護報酬そのものを引き上げるとい

うことを国に強力に求めていく、それがセットにな

って、基本給での賃金改善が行われるので、是非、

国に対して介護報酬の引き上げを求めていただきた

い。

（四）介護職員の離職について 【人材確保担当課長】

２０１１年度の離職率は１６．４％だったものが、 介護職員の離職の状況についてでありますが、介

２０１６年度には２０．０％になっていることを以 護労働安定センターが実施しました介護労働実態調

前指摘しましたけれども、その際知事は「協議会で、査によりますと、道内の介護職員の離職率は、平成

実効性のある対策を検討する」と答弁しました。そ ２８年度の２０．０％に対し平成２９年度は１７．

の後の離職率の推移及びどのような対策をとってき ８％と２．２％若干改善したものの、依然として、

たのか、お示しいただきたいと思います。 離職率が高いと認識しており、職場定着や離職防止

の取組の更なる強化が必要と考えております。この

ため道では、介護職員の職場定着に向けて、管理者

を対象とした雇用管理改善セミナーの開催や、職員

の就労環境の改善などについて、社会保険労務士に

よる電話や訪問での相談支援を行っているほか、先

輩職員が教育係となりまして、介護技術の指導や職

場生活上の様々な悩みに応じるエルダー・メンター

制度を導入するための研修会を開催するなど魅力あ

る職場づくりを進め、離職率の低減が図られるよう

支援してきたところでございます。

ぜひ今後とも、離職率が下がっていくように努力

していただきたいと思います。これまでもずっと離

職率については、努力していく対象になってきまし

たけれども、なお一層の努力を求めるところであり

ます。

（五）介護福祉士養成学校入学者について 【人材確保担当課長】

介護福祉士養成学校の入学者は、２００５年度に 介護福祉士養成学校の状況についてであります

１，５１８人いましたが、２０１８年度は３３３人 が、平成１７年度、全道で２４カ所ありました養成

と減っています。学校数、学校の配置、募集状況、 校は、平成３０年度、１８カ所になり、その内訳と

学生への支援など、どういう状況なのか。今後の取 しましては、南渡島が２カ所、札幌が７カ所、南空

組と合わせてお示しください。 知が１カ所、中空知が１カ所、西胆振が１カ所、上

川中部が２カ所、北網が１カ所、十勝が２カ所、釧

路が１カ所で、全道の入学定員総数９６４名に対し

て、入学者が３３３名で、充足率は３４．５％とな
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っており、近年は年々減少傾向にあるところでござ

います。道では、介護福祉士養成学校に入学する学

生を対象とした返還免除型の介護福祉士等修学資金

貸付制度を実施しており、授業料などに加え、入学

準備金や就職準備金などの加算を創設したほか、平

成２８年度からは、国家試験対策費を対象とするな

どの充実を図ってきたところであり、道としては、

この制度がより効果的に活用されるよう、現在、関

係団体と協議しているところでございます。

離職率については高止まりという状況で、介護福

祉士養成校は２４カ所から１８カ所の減少、定員の

充足率が３４．５％と非常に厳しい事態だと受け止

めております。答弁の中で、返還免除要件のある修

学資金貸付制度を実施しているということでしたけ

れども、介護職に就く意思のある方の背中を押すよ

うに活用を拡げていくべきと考えます。

（五）－（再） 【人材確保担当課長】

この制度の利用者数の推移について、お示しくだ 介護福祉士等修学資金についてでありますが、道

さい。 では、介護福祉士養成学校に入学する学生を対象と

した返還免除型の介護福祉士等修学資金貸付制度を

実施しておりまして、２００５年度の平成１７年度

は７３名、２０１８年度の平成３０年度は８５名の

入学生に対し、貸付を行っているところでございま

す。

（六）介護支援専門員について 【地域包括ケア担当課長】

また、今年度から、介護支援専門員、ケアマネジ 介護支援専門員実務研修受講試験についてであり

ャーの受験要件が変わり、昨年１０月１４日に試験 ますが、平成２７年度に、介護支援専門員の資質向

が実施されたと承知しております。どのように変わ 上を図るため、受験要件が見直され、２９年度まで

ったのか、北海道における受験者数、合格者数、合 は、医師、看護師、社会福祉士、介護福祉士等の法

格率はどうだったのか伺います。 定資格保有者のほか、相談援助や介護等の業務従事

者であって、５年又は１０年の実務経験期間を満た

した者が受験できることとされていましたが、３０

年度からは、法定資格を保有しない介護等の業務従

事者が除かれ、法定資格保有者等で５年の実務経験

期間を満たした者に限定されたところです。こうし

た中、道内における２９年度の受験者数等について

は、受験者数が７，２２０人、合格者数が１，３５

６人、合格率が１８．８％であったのに対し、３０

年度は、受験者数が２，８８０人、合格者数が２６

２人、合格率が９．１％となっております。

（指 摘）

介護支援専門員、ケアマネジャーの受験要件が、

医師、看護師、社会福祉士、介護福祉士等の資格を

有し、５年の実務経験ということでありました。

さらに、２０１７年度合格者が１，３５６人だっ

たことに対して、２０１８年度は２６２人と、５分

の１以下に減ったということであります。今までも、

介護支援専門員、ケアマネジャーの不足が問題であ

るということを指摘してまいりましたけれども、こ

のような合格者の減少のままで推移したならば、重

大な事態を招くと考えます。手遅れにならないよう
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に、速やかに対策を取るように指摘をしておきます。

（七）今後の対策について 【少子高齢化対策監】

今回の調査を通じて、人材不足はますます深刻に 人材確保に係る今後の取組についてでございま

なっていることが明らかとなりました。２０２５年 す。全国を上回るスピードで高齢化が進む本道にお

には、全国で８００万人いる団塊の世代が７５歳を きましては、いわゆる団塊の世代が後期高齢者とな

迎えます。後期高齢者人口が急増する準備を周到に る２０２５年度に向けて、ますます介護ニーズが高

進めておかなくてはなりません。そのためには、市 まる中、介護職員数が前年比で約２千人程度の増加

町村任せにせず、道が直接介護現場の声を聞き、今 にとどまるとともに、事業所が依然として、人材確

後の対策に生かすべきと考えます。現場の苦労がわ 保に苦慮をしている実態にありますことから、今後、

かってこそ血の通った行政であり、北海道にも求め 人材確保に向けた取組の一層の強化が必要と考えて

られていることだと考えます。処遇改善を基本給に おります。道におきましてはこれまでも、「多様な

上乗せすることや離職防止対策、介護福祉士養成学 人材の就業促進」をはじめとする各般の人材確保策

校の入学者、介護支援専門員の問題など多岐にわた について、介護サービス事業の関係団体等で構成を

り問題指摘を行いました。これまで以上の取組強化 いたします「介護人材確保対策推進協議会」で、取

が求められていますけれども、どういう構えと決意 組の評価・検証を行うとともに、改善策などについ

をお持ちか、対策監に伺います。 てのご意見も伺ってきたところであり、今後とも、

こうした機会を活用し、介護事業所と一層の連携の

下で実効性のある対策を検討するなどして、介護保

険事業支援計画に基づき、市町村や介護事業所の取

組を支援してまる考えでございます。


